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日本におけるカーシェアの現状及び動き  
胡 紓寒  
全体的な傾向  
大まかな傾向として、近年カーシェアリングが日本全国で新興ビジネスとし
て急激に拡大していく（図１）。2010 年 9 月末時点に、カーシェアリングのサ
ービスを提供している会社は日本全国で 20 社を超えているが、そのうち約半
数が 2009 年以降に新規参入した事業者である。  
図１  日本のカーシェアリング車両台数と会員数の推移  
 
出所：交通エコロジー・モビリティ財団  
注：2002 年から 2005 年までは 4～6 月調べ。2006 年以降は 1 月調べ  
公益財団法人「交通エコロジー・モビリティ財団」（東京）の２０１２年調査
によると、カーシェアリング車両の駐車拠点は４２６８か所（前年比１・５倍）、
車両台数は６４７７台（同１・７倍）。サービス提供会社に登録している会員数
は約１７万人（同２・３倍）と急増している。富士キメラ総研は、2014 年には
車両２万５千台（2012 年の 3.5 倍強）、会員数３７万５千人（2012 年の 2 倍強）
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になると予測している。  
カーシェアリングの市場は台数ベースで現在 7000 台程度とみられ、2013 年
には 1 万台（2012 年の 1.5 倍強）を突破する見通しとなった（日経新聞、
2012.5.30）。金額ベースでは 2010 年の約２４億円から、2011 年には約６１億
円に、2012 年は１００億円を突破すると予測され、また 2013 年には 2010 比
で 6 倍の 150 億円規模まで成長する見通しだ（矢野経済研究所統計）。今のカ
ーシェアリングの車両台数のうちタイムズ 24 とオリックス自動車の 2 社が 8
～9 割を握る（日経新聞、2012.7.25）。タイムズ 24 はカーシェアリングできる
拠点を現状の 2 倍 5000 か所以上に増やし、カーシェアリング向け車両数も
2014 には現状の役 2.5 倍の 1 万台に増やすそうである（日経新聞、2012.7.25）。
オリックス自動車は共同利用向けの車両を年 2 割ペースで増やし、2014 年には
2000 台以上をそろえる計画、拠点も早期に直近の約 5 割増の 1500 か所程度に
増やす方針である（日経新聞、2012.7.25）。  
 
日本におけるカーシェアリングのタイプ  
マンションでのカーシェアリングサービスを提供するタイプ、駅でカーシェ
アリングと公共交通を組み合わせたタイプの他にも、コンビニでのカーシェア
リン グ や 個人 が 自 分 の車 を シェ ア リ ング す る 個人 間 カ ーシ ェ ア リン グ
（CaFoRe カフォレという会社）など新しい試みもどんどん増えてきている。  
コンビニでのカーシェアリング  
コンビニでのカーシェアリングとしては、株式会社日本カーシェアリング（英
文名 Japan Car Sharing Inc.) の事業をあげたい。カーシェアリングサービ
スサービス名称を「アイシェア（ i share）」と呼んでいる。具体的な内容は以
下のようである 1。  
（１）携帯電話やパソコンを使って簡単に予約、コンビニの駐車場から乗車  
（２）徒歩 10 分圏内にある 24 時間営業のコンビニエンスストアに貸出ステ
                                                   
1 カーシェアリング  アイシェア  コンビニ  
http://www.shallow88.com/cat_11/、閲覧日 :2013 年 1 月 11 日  
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ーションを設置しています。だから、自宅の駐車場感覚で使用できるし、女性
の夜間利用も安全・安心です。  
（３）支払いは返却時に、コンビニのレジで行う。（筆者注 :24 時間コンビニ
での支払いでき、簡単である一方で、貸出時と同じステーションに返却する必
要、乗り捨ては出来ない）。  
コミュニティ共有  
個人間カーシェアリングというのは「コミュニティ共有」及び「貸し手が車
を所有、借り手と違った時間帯で使用」という二つのタイプがある。「コミュニ
ティ共有」というのは利用者が部分的に車を所有して日常の車の利用にしてサ
ービスを提供することである。「貸し手が車を所有、借り手と違った時間帯で使
用」は「クルマの貸し出し情報を売買し、個人間でクルマを「シェア」してい
くことが出来る（個人間でも安心してカーシェアリングできる）サービスを提
供している会社―CaFoRe カフォレもある。CaFoRe というのは「CAR FOR 
RENT （クルマを貸す）」「CAR FOR SHARE （クルマをシェアする）」の
略となる 2。  
 
最近の具体的な動き  
日本におけるカーシェアの最近の動きを把握するために、『日本経済新聞』、
『読売新聞及び『朝日新聞』を調べ、日本のカーシェアに関する 2012 年 1 月 1
日から 12 月 12 日までの内容が違った新聞記事を 34 本集めた。以下の 4 点は
これらの新聞記事に基づいてまとめたものある。  
1．EV 普及のためカーシェア実験が各地で行われている  
集めた記事の中で、電気自動車（EV）のカーシェアリングに関する記事は
16 本あり、ほぼ総本数の 50%を占めている。関係地域は、関東地方が 6 本、
                                                   
2 カフォレとは   
http://cafore.jp/docs/guide_cafore/、閲覧日 :2013 年 1 月 11 日  
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近畿地方が 4 本、中部地方が 3 本、中国地方が 1 本である。日本でカーシェア
リングを始めたきっかけは 1998 にホンダが EV での運用デモンストレーショ
ンを開始した出来事だと言われている。電気自動車との結びが強いことが日本
におけるカーシェアリングの一つの特徴だと言えるだろう。カーシェアリング
の利用スタイルは基本的に近距離移動で長距離の利用は少ないので，電気自動
車との相性がとてもいいとも言われている。電気自動車をカーシェアリング車
両として配備しているステーションもある。ある利用者は、「稼働率は約２割で、
電気自動車としてはいいほう。送り迎えや通院などで使うリピーターもいます。
珍しさだけではなく、加速の良さや静かさが評価されているようです」と話し
ている（朝日新聞、2012.1.27）。  
電気自動車にこだわらず、低燃費の軽自動車、燃料自動車等の他のエコカー
をカーシェアリングする事例もある。このように、日本では、カーシェアリン
グがエコカーの販売促進の一つの手段だと考えられているといえる。  
2．新車販促のためメーカーが積極的にカーシェアに参入している  
 若者の車離れが指摘されるなか、最近は新車販売との相乗効果を探る動きが
広がっている。タイムズ 24 が実施した調査では、自動車購入の意欲がある
10~20 代は、カーシェア利用前後で 49.9%から 86.2%に上昇する。オリックス
自動車によると退会理由の 2 割強が「自動車の購入」となっているという。カ
ーシェアリングなどに事業を広げ、サービス分野でも成長を目指そうとする自
動車メーカーが今後増えそうである。  
2012 年 7 月 25 日の日経新聞によると、トヨタ自動車は共同でカーシェアリ
ングの事業を全国で始め、約 1200 ある系列レンタカー店にサービスの導入を
促す方針である。日産自動車もオリックス自動車とカーシェアリング事業で連
携する。新車販売促進の第 1 弾として 2012 年 10 月 1 日から首都圏や関西圏な
ど 9 か所のオリックス自動車のカーシェア拠点に、日産が 9 月に発売した低燃
費ガソリン車の人気車種である小型車の「ノート」を置く（日経新聞、2012.7.25）。 
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3．駐車場を活用して住宅地でカーシェアを導入する動きがある  
この点については、二つのタイプの動きが見える。  
一つは機械式駐車場を設置する代わりに、マンション住民専用のカーシェア
リング用スペースを設ける物件が増えているという動きである。マンション価
格と管理費が抑えられ、住民にも売る側にもプラスとなるようだ。カーシェア
リングの導入によって、郊外でも駅前なら、車を持つ必要がなくなる。使い勝
手の悪い古い機械式駐車場は「埋葬」され、平置きの駐車場にかわったケース
もある。敷地外からも埋めた跡がわかる物件もある。  
もう一つは公営住宅で空き駐車場を使ってカーシェアリングを行う動きであ
る。名古屋市は団地住民の「車を持てないが買い物などに使いたい」という声
に応え、2012 年 13 日、市営住宅の空き駐車場を利用し、車を共同利用する「カ
ーシェアリング」を行う方針を明らかにした（朝日新聞、 2012.02.14）。大阪
府は高齢者や子育て世帯に需要があると見ているので、 2012 年の新年度から、
府営住宅の空き駐車場を使って、車を共同利用する「カーシェアリング」を始
めるそうである（朝日新聞、2012.02.26）。2012 年 10 月に、青森県八戸市の
卸団地「八戸総合卸センター」で、会員企業が営業などに使う自動車を共同利
用する「カーシェアリングサービス」が始まった。東北地方の卸・流通団地で
は初の試みといい、経費節減や車の使用抑制による排ガス削減が期待されるそ
うである。  
4．被災地や過疎地でカーシェアを展開する動きがある  
 震災後、整備した中古車を被災地に送ったり、被災地の自治会が搬送目的の
車を購入したりしてカーシェアリングを行う事例もいくつかある。  
福岡市西区玄界島の「島づくり推進協議会」の会長の話では「狭い島でのカ
ーシェアリングは、防災の観点からも意義がある」（読売新聞、2012.07.01）。 
横浜国立大学教授の中村文彦さん（都市交通計画）は「過疎地はバス路線の
維持が難しい場所が多いがカーシェアリングなら運営できる可能性がある。被
災地に限らず、全国各地でニーズがあるはずだ」と指摘、また「高齢化が進め
ば、自分で車を運転しなくても生活できることが重要だと述べる。そして、既
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存の交通網再生にこだわらず、カーシェアリングや予約制の乗り合いバスなど、
新しい地域交通を早急に構築しなければ、過疎化が一層進行する恐れもある」
と説く（読売新聞、2012.01.11 と 2012.03.05）。  
 
感想・今後の展望  
「日本におけるカーシェアリングの急激な拡大」という動向は、日本の消費者
がものである自動車を買う考え方から、カーシェアリング等で自動車利用サー
ビスを買う考え方に変えていくことを意味すると考えられる。自動車先進国で
ある日本において、駐車場代をはじめ保険料等の自動車保有費用の高騰、また
車の廃棄費用を消費者に負担させる制度などは、民間ビジネスでカーシェアリ
ングを進める重要な要因であろう。  
一方、日本の自動車メーカーは、カーシェアリングというサービスを通して
新車販売促進の効果を大きく期待している。だから、生産者である自動車メー
カーはものを売る考え方からサービスを売る考え方に変えていくとは言いにく
い。そもそもサービサイジングに一番期待されているメリットは、モノの所有
権を移転させないで、生産者により少ない資源とエネルギーでより多くのサー
ビスを提供するインセンティブを与えられる。今の自動車メーカーの考え方は
サービサイジングの本来の考え方から外れてしまったと言えるだろう。倉阪教
授は近年、英会話学校、人材派遣会社、介護サービス会社などに、不祥事が相
次いで起こっており、サービス分野のビジネスルールがまだ未成熟だというこ
とを指摘した 3。それは大手の生産者である自動車メーカーがカーシェアリング
というようなサービスの取引を躊躇する原因であろう。いかに自動車メーカー
に本格的にカーシェアリングへの移行インセンティブを与えるかということは、
制度上で重要な課題である。  
また、グリーンカーのカーシェア実験を各地で積極的に行うということから
みれば、新商品（特に新技術に基づく環境にやさしい商品）の開発や普及を促
進するための有効的なアプローチとして、カーシェアリングのようなサービサ
イズを取り上げられるのではないだろうか。  
                                                   
3 倉阪秀史編著『環境－持続可能な経済システム』（勁草書房）の改訂版  
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そのほか、カーシェアリングというのは車の稼働率を上げるため、利用者の
私的なコストを削減しつつ、また資源の利用効率という視点から見ればメリッ
トが大きいとは言える。同時に、カーシェアリングを通して新車促進の効果も
大きく期待され、そもそも自動車を利用するできない人も車を利用できるよう
になる。つまり、カーシェアリングによって車の利用効率を確実に高める一方
で、車のサービスの需要量を高める効果もあるかもしれない。  
これから、サービサイズの先駆けであるカーシェアリングの動向を観察しつ
つ、環境・利用者・生産者の 3 つが Win-Win-Win となる仕組みを作るために、
いかにカーシェアリングからの経験を生かして全社会のサービサイズを進める
か考察が必要である。  
 
  
